
　保健関連のミレニアム開
発目標を達成するには、施

設を基盤としたサービス、正規の公衆衛
生プログラム、コミュニティ・パートナー
シップのすべてのレベルで保健システ
ムを強化する必要がある。コミュニティ
や家庭で健康維持のための習慣が改善
され、これに保健システムへの紹介・搬
送の機会が組み合わされれば、５歳未満
児死亡率の低減に強力な影響を及ぼし
うることは、ますます多くの証拠によっ
て明らかにされつつある。その結果、統
合的な保健システムとコミュニティ中
心の基礎保健ケアは、国内政策において
も、保健に関わる国際的なパートナー
シップやプログラムにおいても、再び
いっそうの注目を集め、重視されるよう
になってきている。

　経験の示すところによれば、うまく
いっているコミュニティ・パートナー
シップには、その基盤にいくつかの共通
の要素が存在する。つまり、まとまりが

よく、多様な人々を包摂するような形で
コミュニティが組織されており、コミュ
ニティの参加のあり方も同様であるこ
と。コミュニティ保健員に対し、支援と
インセンティブが提供されていること。
プログラムの監督と支援が十分である
こと。施設ケアへの実効的な紹介・搬送
体制が整っていること。他のプログラム
やセクターとの協力・調整が図られてい
ること。資金が安定していること。そし
て、地域・国のプログラムや政策と統合
されていることである。

　持続可能性を確保し、拡大を促進する
ためには、国家的なリーダーシップと、
コミュニティ・パートナーシップは自分
たち自身のものであるという意識が欠
かせない。基礎保健ケアの実現を妨げる
障壁を緩和するための政策を策定・実施
し、サービス提供者の質と効率性を向上
させ、公的な説明責任を増強するという
点で、政府は重大な役割を担っている。

　実効性のある、子どもに焦点を合わせ
た保健政策を策定するとともに、コミュ
ニティと保健システムを結びつける強
力な制度を構築することは、保健関連の
ミレニアム開発目標の達成に向けた、き
わめて重要な手段である。多くの国々で
は、保健支出を増加させると同時に、政
策環境が相当に改善されなければ、大き
な前進は見込めないからである。ドナー
は、妊産婦と子どもの生存、健康、栄養
状態を向上させるために各国が策定し
た政策や戦略のもとに結束し、各国政府
とともに、人的・財政的資源を十分に投
入することによってコミュニティ・パー
トナーシップの拡大・強化を図らなけれ
ばならない。

要約

妊産婦、新生児、５歳未満児の死亡率を低減するには、コミュニティのパートナーシップが欠かせない。写真はコミュニティ開発推進員の女性（インド）。
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コミュニティ・パートナーシッ
プの役割と重要性

　乳児や子どもが病気になったときに
最初にケアを担うのは、家族、特に親
その他の主たる養育者である。家族、
特に母親は、病気の第一次診断を行い、
それがどのくらい深刻であるか、どの
ような結果が生じる可能性があるかを
判断し、治療とケアの方法（家での治
療を含む）を選択し、医薬品その他の
治療手段を調達して投与・実行する。
病気になった妊婦や子どもに正規の保
健ケアを受けさせる決断をするのも家
族と養育者なら、栄養摂取や衛生保持
に関わる多様な習慣を採り入れるかど
うか判断するのも家族や養育者である。

　コミュニティや家族をエンパワーし
て母親、新生児、子どもの保健ケアと
栄養対策への参加を促すことは、ケア
の提供を増進させる、理にかなった方
法である。基本的な基礎保健ケアや環
境面でのサービスが整っていない国や
コミュニティでは、なおさらこのこと
が当てはまる。個人と家族を対象とし
た保健ケアと栄養にコミュニティが参
加しなければならないという考え方は、
1978年のアルマ・アタ宣言１に体現さ
れている包括的基礎保健ケアの考え方
につながった動きに伴って、ほぼ30年
前に確立された。コミュニティの参加
なしには、「すべての人に保健ケアを」
という目標が、特に最も周縁化された
貧困地域では深刻な制約にぶつかり続
けるであろうことは、ずっと以前から
明らかだったのである2。

　すでに明らかになっているコミュニ
ティ・パートナーシップの利点を学ぶ
ことは、より長期的に保健ケアを改善
していくために必要な経験の一部であ

る。コミュニティの参加は、知識、政策、
行動が根本的に分断されている状況を
緩和し、最終的にこれを解消するため
のひとつのメカニズムと見なされてい
る。このような分断状況は、ケアの供
給面・需要面双方に対応しようとする
努力を阻害してしまう3。

　保健ケア、衛生習慣、栄養、水と衛
生に関わるサービスにコミュニティが
参加することの重要性は、コミュニティ
の構成員にとって直接の利益があると
いうだけには留まらない。それは、コ
ミュニティの構成員が、自分たちの健
康に前向きな影響を及ぼしうる活動に
従事することにつながるためでもある。
参加は、人類の進歩に対する権利中心
アプローチの核を成すものである。参
加は、人々がその能力を全面的に発揮
し、公的な事柄やコミュニティに関す
る事柄に関与する権利を行使し、公平、
平等、エンパワーメントを促進するた
めにきわめて重要である。これらの特
質は、持続的な人間開発にとって、ま
たとりわけ世界人権宣言、子どもの権
利条約、女性に対するあらゆる形態の
差別の撤廃に関する条約、ミレニアム
宣言といった盟約が目指すものにとっ
て、基本的要素となっている。

コミュニティ・パートナーシッ
プの多様性

　公衆衛生関連の文献では、コミュニ
ティについてはすべての場面で通用す
るような形では定義されていない。コ
ミュニティは、状況に応じて広義にも
狭義にも定義できる。しかし素直にか
つ実際的な考え方をすれば、特定の地
域に住んでおり、共通の利害、伝統、
共有財産を持つ集団を指して「コミュ
ニティ」と言うことが多い。コミュニ

ティの構成員は、保健ケア、適切な栄養、
安全な飲み水、衛生に対する権利を同
じような形で剥奪されている場合もあ
る4。コミュニティをこのように広く定
義すれば、「コミュニティ・パートナー
シップ」とは、自分たち自身の、そし
て子どもその他の被扶養者の保健ケア
と福祉についてコミュニティの構成員
の積極的関与を得ようとするアプロー
チや戦略のことをいう。

　妊産婦、新生児、子どもの健康に関
するコミュニティ・パートナーシップ
のあり方は、非常に多様である。数千人、
あるいは数百人しか参加していない小
規模なものもあるかと思えば、ブラジ
ルのコミュニティ保健員のネットワー
クや、パキスタンの「レディ・ヘルスワー
カー」プログラムのように、何千人も
の保健員が参加して何百万人もの子ど
もや女性を対象としているイニシア
ティブもある。コミュニティ保健員を
通したサービス提供のような供給サイ
ドの要素に重点を置くプログラムもあ
れば、需要サイドのイニシアティブに
より重点を置き、政府による説明責任
の履行と成果を求める社会的要求の動
員を図るプログラムもある。コミュニ
ティ保健員を活用したイニシアティブ
にも、ボランティアの参加に依存する
ものもあれば、現物支給、一部支給ま
たは現金支給による支払いを行うもの
もある。コミュニティ中心のプログラ
ムにも、国による支援を受け、全セク
ターにわたる政策やより広い保健シス
テムに統合されているものもあれば、
まだ完全には組み込まれていないもの、
あるいは部分的にしか組み込まれてい
ないものもある5。

世界子供白書2008

母親、新生児、子どもを対象とした
基礎保健ケアにおける
コミュニティ・パートナーシップ
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　保健ケアへのコミュニティ参加に関
わるプログラムやアプローチがこのよ
うに多様なのは、少なくとも部分的に
は、コミュニティ自体が多様だからで
ある。コミュニティはそれぞれ独自の
社会的特性、組織構造、ほかの集団と
の結びつきを有している。したがって、
コミュニティを対象にしたプログラム
やアプローチを効果的なものとするた
めには、それらを地元のニーズと状況
に合ったものにするとともに、コミュ
ニティ自身のものとして位置づけなけ
ればならない。

　個々の状況に合わせて戦略を修正す
るのは、複雑なプロセスである。国や
地域と同じように、コミュニティも均
質な集団ではないことが多いからであ
る。特定の国や地域に存在する複数の
コミュニティ間に顕著な違いがあるば
かりでなく、コミュニティの内部にも
格差が存在する可能性がある。コミュ
ニティの構成員は、伝統や利害を共有
し、同じような剥奪、差別、無力化（ディ
スエンパワーメント）を経験している
かもしれないが、保健ケアに関わる具
体的なニーズ、関心事、期待はそれぞ
れ異なるはずである。コミュニティは、
それぞれの視点や利害関係により、保
健プログラムにとって有益な存在にも
なり、あるいは妨げにもなりうる強力な
個人から構成されている可能性が高い。

　このように多様ではあるものの、デー
タや観察によって、保健ケアと栄養に
対するコミュニティ中心のアプローチ
に共通して存在する要素を見出すこと
は可能である。コミュニティ中心のプ
ログラムの最大の目的は、地域住民が
保健サービスや保健支援事業にアクセ
スできる可能性を高めるところにある。
また、このようなプログラムには、行
動変容、ケアに関わる習慣、専門家に
よるケアを求めようとする姿勢の前進
に弾みをつけるとともに、質の高いサー
ビスを要求できるようコミュティと家
庭をエンパワーする可能性もあると考
えられる6。保健ケアと栄養に対するコ
ミュニティ中心のアプローチに見られ
るその他の共通項は、48ページのパネ
ルで説明している。

コミュニティ・パートナーシッ
プを成功させる要因

　うまくいっているコミュニティ中心
のアプローチには、いくつかの共通の
要素が見られる。どのような実施方法
をとるかは、どんな場合でも地元の状
況次第である。成功要因を明らかにす
ることは、プログラムを評価し、「体験
を通じて学ぶ」ための積極的方法であ
るばかりか、コミュニティ中心のプロ
グラムにおいてどのような要素がうま
くいかなかったのかを、背景的要因か
ら切り離して考える試みよりもはるか

に容易である。したがって、48ページ
のパネルには、基礎保健ケアにおける
コミュニティ・パートナーシップが共
通して直面しているいくつかの課題を
掲載しているが、第３章では、成功し
たイニシアティブに共通する基本的な
考え方を明らかにし、説明することに
重点を置く。

　データと経験から導き出された成功
要因としては次のようなものが特定さ
れており、以下にその概略を示していく。

• まとまりがよく、多様な人々を包摂
するような形でコミュニティが組織
されており、コミュニティの参加の
あり方も同様であること。

• コミュニティ保健員に対し、支援とイ
ンセンティブが提供されていること。

• プログラムの監督と支援が十分であ
ること。

• 施設ケアへの実効的な紹介・搬送体
制が整っていること。

• 他のプログラムやセクターとの協力・
調整が図られていること。

•資金が安定していること。

• 地域・国のプログラムや政策と統合
されていること。

　以下、それぞれの基本的考え方につ
いて、簡単に説明していく。

コミュニティ・アウトリーチ・サービスによる妊
婦の支援は、母子双方のケアの向上につながる。
地元の保健センターで提供されている、妊婦を対
象としたHIVカウンセリング（コンゴ民主共和国）。
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コミュニティ中心の保健ケア・プログラムで採用されるべき基本的な実践項目

　ユニセフとWHO（世界保健機関）を含む多くの機関
は、家庭で実践されるべき新生児と乳児のための対応
として、以下の12項目を最重要項目として位置づける
ことに合意している。これらの実践は、コミュニティ
で子どもの生存・健康・栄養を促進する一助となりうる。

• 完全母乳育児：出生から６カ月間は母乳のみで育て
る。（HIV陽性と診断された母親に対しては、母乳育
児に代わる手段についてカウセリングの機会を提供
する必要がある。）

• 補完食：最低２年間は母乳育児を続けながら、６カ
月を過ぎた頃からエネルギーと栄養に富んだ補完食
を子どもに与え始める。こうすると、下痢性疾患や
急性呼吸器感染症（特に肺炎）による死亡を10％以
上防げるとともに、はしかその他の病気への抵抗力
も高めることができる。

• 微量栄養素の補給：ビタミンＡが欠乏しているコミュ
ニティでは、食事や栄養補助食品を通じてビタミン
Ａの摂取量を向上させることにより、６カ月から５
歳までの子どもの死亡数を20％削減することができ
る。

• 衛生：衛生習慣、特に石鹸（あるいは灰）による手
洗いと排泄物の安全な廃棄を向上させると、下痢性
疾患を35％削減することができる。

• 予防接種：１歳未満児にはしかの予防接種をするこ
とにより、毎年生じているはしか関連の死亡はほと
んど防ぐことができる。養育者は、子どもが１歳の
誕生日を迎える前に、ひと通りの予防接種（BCGワ
クチン、ジフテリア・百日咳・破傷風ワクチン、経
口ポリオワクチン、はしかワクチン）を済ませてお
くようにするべきである。

• マラリア予防：マラリア流行地域では、家庭で殺虫
剤処理を施された蚊帳を利用することにより、マラ
リアに関連した子どもの死亡数を23％も削減するこ
とができる。

• 心理社会的ケアと発達：ケアに関する子どものニー
ズに応え、また子どもと話し、遊び、刺激のある環
境を提供することによって、子どもの精神的・社会

的発達を促進する。

• 病気の子どもに食べ物と水分を与える：子どもが病
気のときも食べ物を与え続け、水分（母乳を含む）
はいつもより多く与える。

• 家庭での治療：病気の子どもに対し、家庭で適切な
感染症治療を行う。 

• 専門家によるケアの要請：病気の子どもが家庭外で
治療しなければならない状態になったときは、その
ことを認識し、適切な専門家によるケアを求める。

• 適切な対応：治療、フォローアップ、紹介・搬送に
関する保健員のアドバイスはきちんと守る。

• 出産前ケア：妊婦は全員、適切な出産前ケアを受け
るべきである。これには、出産までに少なくとも４回、
適切な保健ケア提供者による家庭訪問を受けるとと
もに、破傷風の予防接種を推奨された回数受けるこ
とが含まれる。母親になった女性は、出産時、出産
後および授乳期間中にケアを受けられるように、家
族とコミュニティが支援をすべきである。

　子どもを守ることにつながるその他の重要な実践項
目としては、HIV/エイズの影響を受けている人々、特
に孤児や困難な状況にある子どもたちに適切なケアを
提供すること、負傷や事故、虐待・ネグレクト（育児
放棄）から子どもたちを保護すること、そして、子ど
ものケアに父親の参加を得ることなどがある。

　これらの実践項目の多くは、適切な支援があり、物
資やサービスが提供されれば、コミュニティ保健員や
コミュニティの構成員自身で実施することができる。
住民の日常生活に最も密接に関係するような保健ケア
や栄養面については、コミュニティの直接的参加を得
ることが最も適切なやり方であろう。乳幼児への母乳
や食事の与え方、その他の養育習慣、水と衛生に関わ
る問題などがこれに該当する。

参考文献は107ページを参照。
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保健と栄養に関するコミュニティ・パートナーシップに共通する特徴と課題

全般的な目標
• 妊産婦、新生児、子どもの死亡率と罹病率を低減す
る。

目的
• 基礎的な予防サービスと治療サービスへのアクセス
を向上させる。
• 保健員と養育者・母子との直接的接触の機会を増や
すよう努める。
• 行動様式の持続可能な変容を促進する。
• ケアの実践を支援する。
• サービスの向上と説明責任の強化を要求するための、
コミュニティによる社会的動員を促進する。

中心的特徴
• 保健ケアと栄養に関わる活動は、正規の保健施設外
で実施される。
• 必須サービスの提供やより良いケア実践の促進にお
いて、コミュニティ保健員（ボランティアや非常勤
であることが多い）が主要な役割をしばしば果たし
ている。
• コミュニティ保健員の研修、支援、監督が、諸プロ
グラムに共通する特徴となっている。
• サービスの提供や家庭訪問を行うために、地理的に
近い場所に中央拠点が設けられることが多い。
• コミュニティ組織がプログラムを支援しており、運
営・実施だけでなく、立案や評価にも寄与している。
• 基礎保健ケアの他の局面―特に水と衛生や農業関

連の支援策―もプログラムに含まれている。

すべてではないが一部のコミュニティ・パートナーシッ
プに共通して見られるその他の特徴
•施設ケアへの紹介・搬送。
•アウトリーチ・ワーカーからの支援。
•より広い保健セクターへのプログラム統合。
•国の開発プログラム・政策への統合。
• 支えとなる環境を強化するための措置―ジェン
ダー平等イニシアティブなど。

コミュニティ・パートナーシップが
共通して抱える限界
• 質の高い保健サービスを提供するコミュニティ保健
員がいない。
• 多様な参加者の間で十分な調整が行われていない。
• コミュニティ中心の活動を行うための資金が不足し
ている。
• 医薬品や物資が定期的に供給されない。
• コミュニティ保健員の支援と監督が十分でない。
• 伝統的な養育習慣が根強く残っている。
• 女性の経済的地位が低い。

参考文献は107ページを参照。

まとまりがよく、多様な人々を包摂す
るような形でコミュニティが組織され
ており、コミュニティの参加のあり方
も同様であること

　まとまりがよく、多様な人々を包摂
するような形でコミュニティが組織さ
れていることは、うまくいっているコ
ミュニティ・パートナーシップの基本
的特徴である。コミュニティは確立さ
れた規範や慣習に基づいて機能してお
り、それは社会的、宗教的または伝統
に深く根ざしていることが多い。この
ような伝統を尊重するプログラムこそ、
保健ケアと栄養に対するコミュニティ
中心のアプローチが最も成功している
事例に数えられてきた。例えばアジア
では、バングラデシュ（BRAC）、イン

ド（ジャムケッドその他）、パキスタン
（レディ・ヘルスワーカー）などの国々
で実施された大規模イニシアティブを
主導したのは地元の組織であり、それ
もしばしば女性グループであった。こ
れらのグループは、コミュニティ内で
すでに確立されており、保健だけでは
なく教育や信用融資といったその他の
開発分野もカバーする形で活動してい
る7。

　しかし、コミュニティがこのような
形で組織されているというだけでは、
永続的な変化をもたらすには十分では
ない。真に有効で、すべての住民を網
羅するコミュニティ参加を実現するた
めには、多様な人々を社会的に包摂す
るような参加のあり方が採られなけれ

ばならない。コミュニティの構成や構
造はしばしば一様ではないことを考え
ると、多様な人々を社会的に包摂する
ようなコミュニティ・パートナーシッ
プを確立することは難しい課題ともな
りうる。ジェンダー、宗教、民族、障
害による排除や差別が長年にわたって
存在している場合、支援策の実施対象
が限定されてしまう可能性がある。コ
ミュニティ内の分裂は、ごく最近の事
件や状況―例えば内紛や、HIV/エイ
ズに伴う偏見・差別―に根ざしてい
ることもある8。

　たとえ地元で尊敬され、多様な人々
を社会的に包摂している組織がコミュ
ニティにあったとしても、その組織が
プログラムに自動的に参加してくれる
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とは限らない。保健ケア、栄養、水と
衛生サービスについての希望やニーズ
についてコミュニティ組織が意見を述
べられるよう、アドボカシー（政策提言）
とコミュニケーションが必要である。
プログラムが立ち上げられて実施段階
に入ってからは、自分たちが掲げた目
標に向かってプログラムが前進しつつ
あることを、コミュニティの構成員が
個人としても集団としても確認できな
ければならない。プログラムの進展に
伴い、それが引き続き妥当性を有して
いるかどうかについても、定期的に評
価する必要がある9。

　実施段階でコミュニティの参加を制
限するようなプログラムには地元の
オーナーシップを弱める危険性があり、
そうなれば参加も一時的かつ実質の乏
しいものとなってしまう10。コミュニ
ティ・プログラムに関係するコミュニ
ティ組織が定期的に会合を持つことは、
参加の重要な構成要素である。こうし
た会合では、計画、モニタリング、評
価の一環として、成果やエビデンス（証
拠）について討議することができる。

コミュニティ保健員に対し、支援とイ
ンセンティブが提供されていること

　コミュニティ保健員は、コミュニティ
中心のプログラムになくてはならない
存在として確固たる位置を占めている。
コミュニティ保健員は、専門家である
保健スタッフとコミュニティとの間の
かけ橋となり、またコミュニティが自
分たちの保健ニーズを見出して対処で
きるよう援助する役割を担う。

　コミュニティ保健員は一般的に、コ
ミュニティを基盤とした治療、教育、
カウンセリングを担う主たる存在であ
り、通常は家庭訪問によってこのよう
なサービスを提供する。また、地元の
保健施設で活動し、薬その他の必需品
を入手して配布し、コミュニティの会
合に出席し、プログラム運営の責任を
担うといった役割も果たしている。そ
の他の責務として、地元で開催される
地区や地域の会合に出席して研修や
フィードバックを提供すること、他の
コミュニティや政府の保健担当者とコ
ミュニティを代表して対話をすること
が含まれる。

　コミュニティ保健員は、その存在が
なければ基礎保健サービスにアクセス

できないおそれがある困難な状況の子
どもたちにサービスを提供することが
できるため、エクアドル、エチオピア、
コロンビア、ネパールなどの多様な国々
で、子どもの生存に関わる成果をプロ
ジェクト・レベルで改善する上で、と
りわけ有効な役割を果たしてきた。保
健サービスの拡大に成功した開発途上
国の取り組みを検討すると、遠隔地に
住む子どもたちにも平等な保健サービ
スを提供する上で、また保健システム
が脆弱な国々では満たされていない恒
常的保健サービスの需要に応える上で、
コミュニティ保健員の可能性を裏付け
るものがある。

　コミュニティ保健員プログラムを拡
大するための努力については第４章で
さらに詳しく取り上げるが、このよう
な努力は障害や隘路に直面することが
ある。実際、十分な参加者数や体制を
維持すること自体が最大の難問である
ことも多い。既存のプログラムは、そ
の規模の大小に関わらず、研修や監督
が行き届かない、物資がない、サービ
ス対象であるはずのコミュニティとう
まく関係が結べないといった問題に取
り組んでいる。コミュニティ保健員プ
ログラムの人員離脱率は高いことが多
い。例えば、ある調査によると、セネ
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村の指導者たちは、コミュニティ内の必須保健支援活動を促進する強力な支持者となりうる。自分の息子
にポリオの予防接種をする地区長（ナイジェリア）。
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ガルでは９カ月の間に30％、ナイジェ
リアでは２年間で50％の離脱率が記録
された。インド、スリランカ、タンザ
ニアでも同様の問題が生じていること
がわかっている11。

　離脱に関わる要因は複合的である。
コミュニティ保健員の責務をまっとう
するためには時間と財政的資源が必要
であり、相当な機会コストが伴う場合
もある。コミュニティ保健員は、特に
ボランティアで活動していたり、報酬
が現物支給や部分支給であったりする
場合は、家族を扶養する義務を果せる
だけの所得を必要としているかもしれ
ない。時間と資源の面で明らかに過重
な負担を課されれば、保健員として有
効に活動することができず、コミュニ

ティ・パートナーシップから脱落して
しまう可能性もある。

　コミュニティ保健員プログラムが維
持できるか否かは、離脱を防ぐだけの
魅力的なインセンティブをパッケージ
として提供できるかどうかにかかって
いる。パッケージの内容は、コミュニ
ティ保健員がそれぞれのコミュニティ
で果たしている職務の違いを反映して、
現場ごとに違ったものとなる。しかし、
あらゆるパッケージにおいて優先的課
題に焦点を絞ることが必要である。こ
れには、失われた経済的機会の埋め合
わせをすること、十分な監督と仲間同
士の支え合いを提供すること、個人的
な成長と発達の機会を提供すること、
コミュニティ内に強力な支援システム

を作り出すことが含まれる12。

　コミュニティ保健員に活動を続けて
もらい、やる気を出させるのに必要な
インセンティブは、金銭的なものだけ
とは限らない。アルマ・アタ以降に大
規模に展開されたコミュニティ保健員
の養成と配置について評価を行ったと
ころ―その結果は失望するもので
あったが―保健員の実効性を維持す
るためには、初期研修よりもしっかり
したプログラム運営と再教育研修のほ
うが効果的であることがわかった。コ
ミュニティの積極的な参加と支援こそ、
コミュニティ保健員プログラムの成功
と持続にとってきわめて重要な要素で
あることは、世界共通である。例えば、
フィリピンでは、バランガイ・レベル（国

インド：コミュニティ・パートナーシップを通じた栄養不良の削減

課題
　インドでは、国の経済が大幅に伸びているにも関わ
らず、栄養不良が依然として問題となっている。
1999年に行われた全国家庭保健調査の結果、３歳未
満児の47％が低体重の状態にあることがわかったが、
これはサハラ以南のアフリカの平均値よりも高い数字
だった。2006年に終了した直近の調査のデータでも
ほんのわずかな削減しか見られず、３歳未満児の約
45％が依然として栄養不良の状態にある。州によって
は、マディヤ・プラデシュ州やビハール州のように、
前回の調査時より栄養不良率が高まったところもあ
る。栄養不良率がこのように高い理由としては、乳幼
児への正しい栄養の与え方について養育者が十分な知
識を持っていないこと、不衛生な習慣のために感染症
にかかる頻度が高まること、人口増加による弊害が大
きいこと、女性や女子の地位が低いこと、社会サービ
スが最適な形で提供されていないことなどが挙げられ
る。

　インド政府は、幼い子どもの栄養不良に対処するた
めに、子どもの発達統合計画（ICDS）を大いに活用
している。1975年に開始されたこの計画は、乳幼児
の母親を対象として保健・栄養教育を実施するととも
に、栄養補助食、基礎保健ケアおよび出産前ケア、成
長観察・促進、就学前の学校外教育、微量栄養素の補給、
予防接種などのその他のサービスを提供するものであ
る。これらのサービスは、およそ70万人のコミュニ
ティのアンガンワディ（児童養育センター）・ワーカー
のネットワークを通して提供されている。しかし、

ICDSの効果は限定的なものにとどまってきた。これ
は、アンガンワディ・ワーカーの技能や知識が限られ
ているということから、監督が行われていないこと、
欠員が多いこと、ごく低年齢の子どもに十分に焦点が
絞られていないなどの欠陥がプログラム政策に存在す
ることに至るまで、種々の要因による。

戦略とアプローチ
　ユニセフは、インド政府と協力しながらICDSの効
果を高めるための取り組みを進めている。ユニセフが
支援している具体的支援策には次のようなものがあ
る。運営・監督システムを強化すること、アンガンワ
ディ・ワーカーの知識と技能を向上させるとともに、
乳児にいっそうの時間と注意を向けるよう促すこと、
村の状況分析を共同実施することによってコミュニ
ティの関与を強化するとともに、村民の中からボラン
ティアを選び出して乳児ケアについての基礎研修を実
施すること、そして、アンガンワディ・ワーカーとボ
ランティアによる家庭訪問の回数を増やすことによ
り、親がケアのためにより多くの時間を割くようにし、
また保健サービスの到達範囲を広げることなどであ
る。

結果
　上記の戦略は６つの州で実施された。州ごとに少な
くとも1,000の村が対象とされ、恩恵を受ける人は州
あたり100万人を超える。支援が実施されるように
なってから約３年後、いくつかの州でインパクト評価
が実施された。世帯単位の抽出調査を行うことにより、
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の最小行政単位）の保健員が子どもの
生存の改善における重要な推進力と
なっている。この成功を促したのは、
1995年制定の「バランガイ保健員の手
当とインセンティブ法」である。この
法律には、生活手当、キャリア向上・
特別研修プログラム、貸付制度の優先
的利用などの規定が含まれている。同
様に、ブラジルのセアラ州では、コミュ
ニティ保健員が相応の月収（地元平均
の２倍）を得られるような地方分権的
アプローチを活用したプログラムによ
り、子どもの健康状態が劇的に向上し、
例えば子どもの死亡率は32％低減され
た13。

プログラムの監督と支援が
十分であること

　基礎保健ケアにおけるコミュニティ・
パートナーシップの監督・支援体制が
確立されていると、コミュニティ保健
員の孤立感を軽減するとともに、興味
とやる気を維持して離脱のおそれを少
なくする一助となる。保健施設を基盤
として、あるいは保健施設と密接なつ
ながりを保ちながら活動している熟練
のコミュニティ保健員は、監督の役目
も担うのが一般的であり、ただでさえ
重い負担がさらに重くなるということ
にもなりかねない。コミュニティを基
盤としたプログラムを統括するために
は、監督者自身、それにふさわしい技
能を身につけるための研修を受ける必

要がある。資源面での人的、財政的、
組織的制約のため、より幅広く深い研
修を実施することができず、監督者と
コミュニティ保健員の双方が、プログ
ラムを実施・運営する上で相当に不利
な立場に置かれてしまうおそれもある。
特に監督者がコミュニティを視察する
ことは、現場研修や実地学習として双
方にとって重要であるが、このような
視察は、財源が十分でないために、ま
たは交通インフラが未整備なために、
妨げられることが多い。

　コミュニティ・プログラムの効率的
な運営は評価に役立ち、モニタリング
は、プログラムができる限り全員に行
き届くようにするための一助となりう
る。患者、治療、成果の記録は常に最

支援が実施された村と、社会的・経済的・地理的に似
たような条件にある対照群の村とを比較しようという
ものである。例えばラジャスタン州では、支援が実施
された村の方が対照群の村よりも母乳育児の早期開始
率が高く、発育不全も有意に低かった（図３．１を参
照）。西ベンガル州では、母乳育児の早期開始率（支
援が実施された村76％に対し対照群の村44％）、ビタ
ミンＡ補給率（同50％対33％）、予防接種率（はしか
について同89％対71％）のいずれについても、支援
が実施された村のほうが対照群の村よりも高く、栄養
不良率は前者のほうが低かった（発育不全について同
27％対32％）。これらの「付加的」支援のコストはそ
れほど高いものではなく、ひとつの村で年間150～
200米ドル、ICDSの継続的実施のために政府が支出

している村あたりの年間コストの９～10％にとど
まっている。

教訓
　インドで子どもの栄養不良率が依然として高いこと
を考えると、現在実施されているICDSに低コストの
変更を加えることによって乳幼児の保健ケアを大きく
改善できること、またこのような変更が限られた期間
内で栄養状態の改善につながりうることを実証するの
は重要である。インドでは５歳未満児のおよそ43％が
低体重であり、優先的対応をとるべき州で栄養不良解
決のための低コストの方法を成功させることができれ
ば、世界的なインパクトをもたらすだろう。

残された課題
　これらの支援が実施されている州では、州政府が自
己資源で支援の規模の拡大を図っていくことを決定し
た。ユニセフは、実施の質を十分なレベルに保てるよ
うにするため、引き続き連携を図っていく。変化をも
たらすことがより難しい行動様式、例えば、養育者に
よる補完食の開始が遅れる傾向（生後６カ月よりもは
るかに遅い）に取り組んでいくことも、連携する目的
のひとつである。支援が実施された州では乳幼児の栄
養状態が改善されたとはいえ、将来へ向けてまだまだ
改善の余地があることははっきりしている。

参考文献は107ページを参照。

月齢

インド　ラジャスタン州

支援が実施された村 対照群の村

％

図３.１ 
月齢による発育不全の比率

出典：UNICEF India, Annual Report 2006, p.47
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新の状態に保たれるべきであり、また、
保健員と監督者との間で協力関係を築
くために、そしてプログラムをどのよ
うに評価・修正するべきかについて検
討するために、定期的な会合を持つ必
要がある。コンピュータを利用したデー
タベース、電子メール、携帯電話など
の技術を導入することにより、情報の
収集と普及のプロセスを合理化するこ
とができ、保健員や監督がコミュニティ
や家々を訪問したり、会合を持つ時間
を確保することができる。

　プログラムに対するその他の支援に
は、ロジスティクス、物資供給、設備
などがある。コミュニティ保健員には、

仕事をし、コミュニティの中での立場
を維持するための十分な手段が必要で
あり、これには研修や物品も含まれる。
1980年代に実施された、大規模なコ
ミュニティ保健員プログラムに関する
前述の評価では、こうした手段や物品
（特に医薬品）が適切でなかったり、定
期的に補給されなかったりすると、保
健員の効果的な活動が妨げられること
が明らかになった。コミュニティが遠
くにあって保健施設を支援できない場
合、監督者やコミュニティ保健員の訪
問スケジュールがはっきりしており、
またコミュニティと保健施設間の移動
手段が整っているときのほうが、プロ
グラムの実効性が高まることがエビデ

ンス（証拠）によりわかっている。

　しかし、監督の役割は公的保健当局
だけに限定されるべきではなく、コミュ
ニティ組織も、保健員とプログラムの
成果を監督する上での役割を果たさな
ければならない。実務家が広く受け入
れている原則では、保健員の最初の選
任にはコミュニティが参加すること、
また保健員は優先事項の決定や計画策
定プロセスにコミュニティ構成員の参
加を受け入れることが推奨されてい
る14。

HIVの母子感染を防ぐ：東部・南部アフリカにおける
mothers２mothers（マザーズ・トゥ・マザーズ）プログラムの効果

　HIVの母子感染の予防（PMTCT=Prevention of mother 
to child transmission）が緊急の課題であることははっき
りとしている。2006 年には推定53万人の子どもが新た
にHIVに感染し、そのほとんどが母子感染によるもので
あった。治療が行われなければ、HIVに感染して生まれ
てきた乳児の半数は２歳になる前に命を落としてしまう
だろう。

　しかしながら、母子感染の大幅な削減は、次のような、
基本的ではあるが重要な手段を実施することによって実
現できる可能性がある。定期的なHIV検査を提供するこ
とによってHIVに感染した妊婦を特定し、PMTCTプログ
ラムに参加させること、保健システムにおいて、予防と
治療の両方を目的とする有効な抗レトロウィルス薬治療
を十分に提供できるようにすること、そして、女性が最
適で安全な乳児の授乳方法をとれるように支援すること
である。

　しかし、たとえこのようなサービスや支援策が用意さ
れても、多くの妊婦はこれを利用しない。必要な情報を
入手していないため、偏見・差別を恐れるため、あるい
は保健ケアに従事する人々に余裕がなさすぎるためであ
る。妊娠中にPMTCTサービスを受けていても、出産後
のPMTCTに関連したプログラムには参加しなくなると
いう例も、多くの国で当たり前のように見られる。

　mothers2mothers（m2m＝エムツーエム）は、現在は
南アフリカの73カ所、レソトの15カ所で実施されてい
る、施設を基盤とした革新的なプログラムである。教育
とエンパワーメントを活用したアプローチを採り入れる

ことにより、HIVの母子感染を予防し、家族やコミュニ
ティにおける偏見・差別と闘い、治療にきちんと従うこ
とで母親が生き続けられるようにすることを目指してい
る。2001年にミッチ・ベッサー博士により創設された
m2mは、これから母親になる女性たちにとって最良の助
言者（メンター）・支援者には母親自身も含まれるとい
う前提に立ったプログラムである。

　m2mの目的は、出産前ケアを受けている女性を集めて
ピア・カウンセラーやメンターと会う機会を設け、健康、
HIV感染予防、出産後の子どものケアについて話し合っ
てもらうことである。HIVに感染しており、すでに
PMTCTプログラムに参加することで恩恵を受けている
母親たちに研修を実施し、ピア・エデュケーターや「メ
ンター・マザー」として採用している。また、地元の保
健ケア施設やNGO（非政府組織）と協力しながら、サハ
ラ以南のアフリカ諸国で、PMTCT 予防プログラムに組
み入れることが可能なモデル・ケースを実施している。
メンター・マザーは、妊婦にとってのピア・エデュケー
ターである。メンター・マザーは、研修を受けることに
より、HIVとともに生きている女性を対象として、HIV
感染と抗レトロウィルス薬治療についての相談に乗った
り、母子感染の予防に役立つ行動を推進したり、出産後
の母子を適切にフォローアップすることの重要性につい
て話し合ったり、より安全な性的習慣を求めて交渉する
ためのアプローチや栄養をきちんと摂るための指針を教
えたりすることができるようになる。

　この取り組みは急速に拡大しつつある。すでにボツワ
ナとエチオピアで国際パートナーシップ事業が実施され
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施設ケアへの実効的な紹介・搬送体制
が整っていること

　実効的な紹介・搬送体制を整えるこ
とは、継続的なケアを確保するための、
コミュニティを基盤としたプログラム
の成功に不可欠な要素である（第４章
参照）。病院は、帝王切開その他の緊急
産科ケアなど、病院以外の場所では安
全に実施できないサービスを提供する。
しかしながら、妊産婦死亡率や子ども
の死亡率が最も高い最貧国では、保健
ケア関連の資源は限られていることが
多く、紹介・搬送を受け入れる病院に
もなかなかアクセスできないことが多
い。こうした状況では、すでに効果が

証明されており費用対効果の高い基礎
保健ケアの支援策、特にコミュニティ
を基盤とした支援策の規模を拡大する
ことにより、何百万人もの子どもたち
をきわめて迅速に援助することができ
る。

　同時に、基本的な紹介・搬送ケアを
提供し、必須の基礎保健ケア・サービ
スの拡大を支援するために、地域の保
健システム強化のための投資を行うこ
とも必要である。コミュニティ保健員
は、下痢性疾患、マラリア、急性栄養
不良、肺炎といった多くの深刻な小児
期疾病に有効に対処できることがすで
に証明されている。保健員を監督し、

紹介・搬送サービスにアクセスできる
ようにすることは、このような活動の
質を強化することにつながる。

　コミュニティ保健員は、出産時の合
併症について判断・対応するという点
ではそれほど有効な役割を果たせてこ
なかった。そのため、妊産婦死亡率を
低減するには、緊急産科ケアへの紹介・
搬送システムを備えた、出産時に専門
技能を有する者が付き添う体制を拡大
しなければならない。

　地域の保健システムは、公的な保健
プログラムを調整する窓口としても機
能し、患者に対する直接的なケアを、

ているほか、ケニア、ルワンダ、ザンビアで新しいプロ
グラムが展開されつつある。

　治療方法が日々複雑化していること、またHIV感染率
の高い地域では多くの保健施設が資源面で逼迫している
ことを考えると、m2mのようなプログラムの重要性は、
いくら強調してもしすぎることはない。WHOが新しく
定めたPMTCTのガイドラインは、母子感染率をさらに
低減する取り組みの一環として、より複雑な抗レトロ
ウィルス薬治療方法の導入を呼びかけている。また、
HIV感染した妊婦がもっと自分自身の健康のための治療
にアクセスできるようにすること、PMTCTプログラム
のもとで生まれてきた子どもたちのうち、早期の診断検
査を受けられる子どもの人数を増やすための取り組みを
強化することが、いっそう重視されるようになった。
m2mのような、熱意と知識を兼ね備えたコミュニティの
構成員が参加してPMTCTイニシアティブの成功を推進
するプログラムは、エイズの予防と治療に関して保健医
療従事者を支える上でますます重要となっている。

　m2mは、メンター・マザーの重要な貢献の大きさが適
切に認められるべきだと強調する。ベッサー医師による
と、「自らもPMTCTサービスを受けてきたメンター・マ
ザーを地元で採用し、仕事に応じた俸給を支払うことに
よって、彼女たちをプロとして保健ケア・チームの一員
にするのである」。

　最近、m2mの第三者評価がポピュレーション・カウン
シル（米国）のホライズンズ・プログラムによって実施
された。プログラムへの参加に関連して、希望の持てる

成果がいくつか明らかにされている。以下にその一部を
挙げる。

• 出産後の女性のうち、m2mと２度以上のコンタクトが
あった女性は、m2m非参加の女性より、HIVの血清検
査の結果を誰かに明らかにした比率が有意に高かった
（m2m参加者97％・非参加者85％；p値〔有意確率〕
＜.01）。

• 出産後プログラムの参加者は、HIVの母子感染を防ぐ
ネビラピンを投与された比率が、非参加者よりも有意
に高かった（m2m参加者95％・非参加者86％；p値
＜.05）。

• m2mプログラムに参加している女性たちは、母乳のみ
または人工乳のみ（人工乳のみで母乳は与えない）の
育児のどちらかを実践していると報告する比率が、非
参加者よりも有意に高かった。

• m2mプログラムに参加している女性たちは、直近の妊
娠期間中にCD４検査を受けた比率が、非参加者より
も有意に高かった（m2m 参加者79％・非参加者
57％；p値＜.01）。（CD４は人間の免疫システムで最
も重要な役割を果たす白血球のひとつだが、HIV感染
の影響を最も受けやすいもののひとつでもある。CD
４細胞の数が少ないほど免疫システムが弱くなってお
り、日和見感染症にかかる危険性が高まる。）

参考文献は107ページを参照。
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リーダーシップがエチオピアの母親と子どもに変化をもたらす

テドロス・アドハノム（エチオピア保健省大臣）

　子どもの生存に関連するエチオピアの経験は、強力な
政治的リーダーシップが劇的な成果をもたらしうること
を示している。2004年、メレス・ゼナウィ首相は、前
途に大きな障害が立ちふさがっていることも厭わず、保
健ケアの完全普及のためのロード・マップ作りに協力す
るよう、政府とそのパートナーらに呼びかけた。子ども
の死亡の80％は予防できるはずなのに、予防サービスの
普及率と利用率は低いままであり、出生前ケアを受ける
女性は30％に満たず、受けるべき予防接種を１歳の誕生
日までにすべて受けている子どもはわずか49％にすぎ
なかった。

保健拡大プログラム
　政府とそのパートナーらは、「保健拡大プログラム」
を通じてこれらの課題に真っ向から取り組んでいる。こ
れは、コミュニティを基盤とした母子保健の推進を目的
とした国家的戦略である。健康は個人の努力で生み出せ
る産物であるという理念に立った保健拡大プログラム
は、コミュニティに適切なスキルや知識を持たせること
によって、自らの健康について十分な情報に基づく決定
を行えるよう、コミュニティのエンパワーメントを図っ
ている。

　この計画を成功させるために、政府は３万人の女性保
健拡大委員（HEW=Health Extension Workers）を配置
し―これは膨大な財源と人的資源の投入である―
子どもと妊産婦の主要な死因に対処するための16の基
本的支援策を推進しようとしている。これまでに17,000
人以上のHEWが採用され、さらに7,000人が研修を受け
ている最中である。各ケベレ（最小行政単位）に、地元
で採用され、保健省で研修を受けたHEWが配置される。
政府はまた、移行期プログラムの「拡大アウトリーチ戦
略」も導入した。これは、研修を受けた保健員が着任す
るまで、コミュニティに緊急ケアと基礎的ケアを提供す
るものである。

　これと同時に、他の保健施設からの紹介患者を受け入
れる病院を支援するインフラ強化の取り組みも進行中で
ある。政府は、ヘルスポストを含むすべてのレベルでデー
タを収集する「保健管理情報システム」への投資を進め
ている。2006年10月に、政府は全国的な「保健物資供
給システム」を採用し、ワクチン、必須医薬品その他の
保健物資を公共部門の保健施設が容易に入手できるよう
にした。これらのイニシアティブは、コミュニティを基
盤とする垂直型の保健イニシアティブによってこれまで
に達成された前進を維持するために、きわめて重要であ
る。

教訓
　保健拡大プログラムは多くの貴重な教訓を残してくれ
た。第一の教訓は、拡大にはスピード、量、質が必要な
ことである。しっかりした計画プロセスが、スピードと
量を確保する上で役に立った。例えば、殺虫剤処理され
た蚊帳の配布のために政府が全国キャンペーンを企画し
たときには、パートナーであるドナー、特にカーター・
センター、世界基金、ユニセフ、世界銀行が全国キャン
ペーンに対する支援を調整し、２年間に2,000万張とい
う目標の達成に寄与した。マラリアから主として女性と
子どもたちを守るために用いられる蚊帳を、各世帯２張
ずつ受け取ることができた。

　第二の教訓は、スピードと量は必ずしも質を約束する
ものではないことである。蚊帳を含め、健康のための資
源をいつ、どのように使ったら良いかを各家庭が理解で
きるようにするために、さらなる努力が必要とされる。
女性HEWは、コミュニティの信頼を獲得し、母親たち
と直接話をすることで、保健セクターと、自分たちがサー
ビスを提供するコミュニティとの間のコミュニケーショ
ン・ギャップを埋めようと頑張っている。

　第三の、そしておそらく最も大事な教訓は、政治的リー
ダーシップが何よりも重要だということである。真正の
政治的リーダーシップを確保するためには、プロセスの
すべての段階で―問題を洗い出して目標の設定をするこ
とから、資源を動員し、コミュニティ参加を推進するこ
とに至るまで―積極的かつ意味のある関与が必要であ
る。保健ケアに関わるニーズや優先事項について公的な
話し合いを行い、またドナー、保健ケア提供者、コミュ
ニティを含むすべての関係者が協力したことは、保健拡
大プログラムに関する幅広いオーナーシップを醸成する
上で役に立った。

　ユニセフその他のドナーを含むパートナーは、エチオ
ピアの優先事項に合わせて自分たちの活動と支援を調整
することにより、この国家的な計画プロセスを支えてい
る。パートナーであるすべてのドナーが行動規範に署名
するとともに、ひとつの計画、ひとつの予算、ひとつの
最終報告書を作成することを目的とした単一の調整マ
ニュアルを支持したことは、目覚ましい成果である。こ
れは、我々が力を合わせて長期的に達成しようとしてい
る野心的な目標のひとつである。

　MDG４の達成に向けたエチオピアのロード・マップ
には、まだまだ多くのハードルが横たわっている。しか
しこれまでに達成された前進は、手ごろな費用負担で利
用できる保健ケアにすべての人がアクセスできるように
するという我々のビジョンが現実になりうることを示し
ている。
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家庭やコミュニティの行動様式に前向きな変化が見られれば、母親、新生児、子どもの健康も改善される。水のろ過器の使い方を説明するコミュニティ保
健員（インドネシア）。

住民一般を対象とするキャンペーンや、
コミュニティを基盤とするケアおよび
より低いレベルで提供されるその他の
保健サービスの監督・調整と統合する
役割を担う。紹介・搬送を受け付ける
より高次のレベル（地域立・国立病院）
ではこの役割は拡大し、より低いレベ
ルの保健サービスを対象とした研修、
研究、技術的支援、質の確保といった
機能まで含むことが多い。

　実効的な紹介・搬送システムの必須
要素は、コミュニティ・プログラムの
参加者と施設スタッフとの間に良好な
コミュニケーションが存在することで
ある。これまでに述べてきたポイント
をあらためて強調すると、紹介・搬送
を受け付ける病院は、コミュニティ・
プログラムに関わり、コミュニティ保
健員に強力な支援を提供するとともに、
面談その他のコミュニケーション方法
を用いた助言の提供に相当の時間を割
くべきである。最新の情報通信技術を
活用することにより、たとえ低所得国

であっても、対話と紹介・搬送を促進
することが可能となる15。

他のプログラムやセクターとの協力・
調整が図られていること

　コミュニティ・レベルでの活動の支
援と調整のために紹介・搬送システム
が不可欠であるように、地域レベルの
プログラム間の協力とコミュニケー
ション、そしてセクター間の連携も重
要である。他の保健サービスとの調整
はいろいろな形をとりうる。それによっ
て生ずる可能性がある恩恵も多岐にわ
たり、新しいアイデア、研修、資源、
評価技術の共有、疾病の急激な発生に
対する早期警戒、対処および制圧など
がある16。

　例えば、カンボジアでは、プノンペ
ンで定期的に会合を持っている全国組
織「子どもの生存NGOグループ（Child 
Survival NGO Group）」を通してNGO
が資源を共有している。このグループ

のメンバーと保健省の代表は、それぞ
れが実施しているプロジェクトを視察
し合い、妊産婦、新生児、子どもの保
健ケアのアプローチの進展や調整方法
を検討・学習している17。このような
グループを通じて、国際機関は世界中
の優秀な実践例を共有することができ
た。例えば、モザンビークに関するパ
ネル（59ページ）で紹介する「ケア・
グループ」の手法は、カンボジア、マ
ラウイ、ルワンダでも採り入れられて
いる18。

　コミュニティの中では、保健プログ
ラムの持続可能性にとって、グループ
間のつながりも重要な要素となること
がある。コロンビア、エクアドル、ニ
カラグア、ペルーの７つの地域では、
殺虫剤処理された蚊帳の配布と利用に
おける実際の運用面からの評価をする
ために、一連の大規模な世帯調査が実
施された。この調査によると、殺虫剤
処理された蚊帳の利用率には大きな幅
があり、ニカラグア地域では世帯の
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25％だったのに対し、ペルーのアマゾ
ン地域では90％に達していたことがわ
かっている。調査対象地域のうち４カ
所では、地元の女性クラブが蚊帳を製
造し、これをコミュニティにいる村の
保健員が売る形がとられていて、その
収益は回転資金に組み入れられていた19。

　セクター間の連携とは、家庭とコミュ
ニティの保健面での成果に影響を与え
るすべてのセクターとの協働を意味す
る。こうした協力は、保健面でよりいっ
そうの成果を収めるよう、統合的な形
で、持続可能性を強化するような基盤
を築くだけでなく、自分たちの健康に
関わるより広い範囲の問題について意
見が言える体制を構築することにより、
コミュニティをエンパワーメントする
こともできるのである。連携のとれた

行動がなければ、各セクターはそれぞ
れが孤立したり、あるいは相反する目
的に向けて活動したりすることになり
かねず、増幅効果を生み出せるような
相乗作用を見過ごしてしまう可能性が
ある。

　妊産婦、新生児、子どもの保健につ
いて統合的なアプローチをとるために
は、保健、栄養、衛生、主要な疾病、
食料の安定的供給に取り組むさまざま
なプログラムとセクターが連携しなが
ら行動しなければならない。また、交通・
輸送手段や水と衛生施設（トイレ）へ
のアクセスがないという問題に対処す
るイニシアティブも必要である20。

　セクター間のコラボレーションが必
要なもうひとつの重要な理由は、病気
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コミュニティ保健員は、基礎保健ケアにおけるコミュニティ・パートナーシップの推進力となっている。
農村で子どもの体重測定と成長観察を行う保健員（イラク）。

にかかった子どもたちの併発症の割合
が高いことにある。この問題は部分的
にはコミュニティの小児疾患統合管理
プログラムを通して対処されているが、
疾病との闘いは、環境的な条件を同時
に改善することで、より強力なものと
なる。例えば、依然として子どもの主
要な死因となっている下痢性疾患の場
合、子どもは栄養不良になっている可
能性もある。したがって、コミュニティ
保健員と水と衛生施設（トイレ）の改
善担当者との、セクターを超えた連携
が不可欠である。例えば食料衛生への
関心を高めることによって栄養や食べ
物の与え方に関わる習慣を改善しよう
としても、水の供給不足、汚染された水、
不適切な衛生施設（トイレ）のせいで、
その取り組みが妨げられることも多
い21。同様に、道路インフラを整備す
ることによって、患者、保健員、必須
医薬品・食料品を保健施設へ、また保
健施設から移送・輸送しやすくするこ
とも、紹介・搬送システムを強化する
ための措置に役立つはずである。

資金が安定していること

　コミュニティを基盤とする保健プロ
グラムは、多様な資金源を抱えている
ことがある。例えば、コミュニティの
メンバー自身が資金を拠出する場合、
地元の保健施設経由で自治体政府や地
域政府が拠出する場合、民間の支援者
やコミュニティ組織が拠出する場合、
国の政府や、国内外の上層レベルで活
動している非政府組織が拠出する場合
などがある。

　コミュニティを基盤とするプログラ
ムのための資金をどのように確保する
かは、複雑で、時に激しい議論の対象
ともなるプロセスである。議論の内容
を詳細に検討することは、この白書が
取り扱う範囲ではない。しかし、低所
得国における子どもの保健のための資
金の多くは、今後も外部ドナーから提
供されることになるだろう。コミュニ
ティを基盤とするプログラムが成功す
るためには、長期にわたって持続可能
でなければならない。ということは、
ドナーによる資金が引きあげられた場
合に備えて確固たる財政基盤を整えて
おかなければならないということであ
る。
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　これは決して容易なことではない。
保健システムの能力が低く、財政的手
段も限られている国や地域は、ドナー
の資金が得られなければ、中規模のプ
ログラムを維持することにさえ苦心す
る可能性がある。加えて、健全で自立
した財政基盤を構築していくことに関
しての簡単な答えはない。特に、コミュ
ニティ・レベルで活動する保健員には、
家族を食べさせていけるようにするた
めの、またプログラムへの継続的な参
加と動機づけを確保するための何らか
の財政的インセンティブが必要である。
同様に、専門技能を有しているのに十
分な報酬を受け取っていないことが多
い専門家に対しても、貧窮地域での活
動やコミュニティ・プログラムへの参
加に対して財政的補償を行う必要があ
るかもしれない。

　持続可能性や公平性を考慮するとい
うことは、コミュニティ内で提供され
る保健ケアその他の必須サービスの利
用料をコミュニティ自身が費用分担し
なければならないということである。
料金を請求する場合、重要なサービス
の利用の妨げにならないような料金設
定にすることが求められる。予防接種
や緊急ケアのようなサービスは無料に
すべきである。コミュニティ内で提供
するサービスに対して支払われた費用
は、コミュニティ自身で留保・管理し、
コミュニティに直接の恩恵を戻せるよ
うな形にすることが望ましい。例えば、
医薬品の購入、保健員の活動実績に応
じた奨励金などが考えられる。コミュ
ニティ保健員への報酬は、コミュニティ
保健委員会―コミュニティのメン
バー、保健員、地元の保健施設の管理
者で構成されるのが理想―を通じて
支払われるべきである。保健サービス
の利用料徴収をコミュニティが決定す
るのであれば、コミュニティによって
支払い能力がないと判断された人たち
がすべてのサービスを無料で受けられ
るようなシステムを設けることが求め
られる22。

コミュニティ・プログラムが地域のサー
ビスや国の政策に統合されていること

　保健、栄養、水と衛生、エイズに関
連したコミュニティ・パートナーシッ
プの事例は開発途上国全域で豊富に見

られる。その潜在的可能性には疑う余
地がない。しかし、もちろんこれらの
パートナーシップを成功させる要素は
数多く存在するのだが、それに対応す
る形で、パートナーシップの維持や普
及を妨げる脅威も少なくない。コミュ
ニティ中心のイニシアティブを維持し、
支えていくのに役立つ２つの鍵となる
要素は、州政府や中央政府からの積極
的な支援と、政府の政策、計画、予算
への統合である。

　妊産婦と子どもの生存、保健、栄養は、
明確な目標と具体的な評価基準を設け
た上で、国や地方行政の計画と予算に
優先的に位置づけられるべきである。
子どもの生存のための戦略は、コミュ
ニティ、地域、国それぞれのレベルの
代表だけでなく、ドナー関係者の代表
も参加して、十分な協議を踏まえたプ
ロセスを通じて策定されなければなら
ない。ひとつの国の中に存在する疫学
的状況の変動を理解することは、方向
性がはっきりした戦略を打ち立てるた
めに欠かせない第一歩である。同様に
重要なことは、コミュニティ、地域、
国のそれぞれのレベルで提供されてい
る保健ケアについて、その財政的な現
実と既存のインフラの水準を詳細に評
価することである。これらの側面は、
子どもと妊産婦の保健に関する国レベ
ルの戦略を成功裡に遂行するためにき
わめて重要な点なので、計画立案に着
手する最初の段階で考慮されなければ
ならない。

　国の戦略においては、各レベルにおけ
る保健システムの効果的な規模の拡大
と実施を妨げる要因を取り除くことに
優先的関心が向けられなければならな
い（保健サービスの提供に関する阻害要
因に対処するための方法についての詳
細は、第４章を参照）。よく知られてい
る阻害要因としては、予防接種が定期的
に行われないこと、保健システムに関す
る否定的な体験をしたこと、保健セン
ターが遠いこと、情報がないことなどが
挙げられる。家族とコミュニティのレベ
ルでは、手ごろな費用で入手できる基本
物資がないこと、需要の少ないこと、そ
して蚊帳が殺虫剤処理されていないと
いったその他の基本的課題が残ってい
ることによって、基礎保健ケア・サービ
スが阻害されることが多い23。

　特定の疾病を対象にした短期的イニ
シアティブ―新しい国際的ドナー・
パートナーシップによってますます支
持されるようになっている―と、長期
的な保健セクター開発プログラムは、引
き続き共存していける可能性が高い。子
どもの保健に関する維持可能な成果を
生み出していくためには、両方のイニシ
アティブに対して十分な人的・財政的資
源を投入していかなければならない。ド
ナー主導の、特定の疾病を対象にした
パートナーシップには、保健に関する各
国の優先事項に適合したマルチセク
ター型の枠組みに合わせて、国の保健シ
ステム全体に公平な恩恵がもたらされ
るよう、自分たちのアプローチを修正す
ることが考慮されるべきである24。

　健康と栄養に関する子どもの権利を
保障する最終的責任は、市民社会と協力
しながら国の政府が負うことになる。政
府は、基礎保健ケアにとって障害となる
ものを軽減するための政策を策定し、実
施する上で、また、サービス提供者の質
と効率性を高め、そして公的な説明責任
を強化する上で、重要な役割を担ってい
る。同時に、保健政策はその対象である
コミュニティや地域に対して説明責任
を果たさなければならない。政府と保健
システムは、人々のニーズと利益に緊密
に対応していかなければならない。子ど
もに焦点を絞った効果的な保健政策を
策定し、コミュニティと保健システムと
を結びつける強力な制度を構築してい
くことはきわめて重要である。保健関連
のミレニアム開発目標の達成に向けた
大きな前進を達成するためには、ほとん
どの国で、保健支出を増加させるだけで
なく、政策環境を大きく改善しなければ
ならない25。
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コミュニティを基盤とするプログラムは、施設におけるケアを利用できれば強化できる。経口補水塩の
溶液を準備する保健員（エリトリア）。

保健と栄養面での成果を増進さ
せるため、解決策を適切に組み
合わせる

　どの開発途上国でも、保健システムを
発展させていくための機会とそれを妨
げる制約が特有の形で混在している。経
済的前進の水準、環境面・制度面の事情、
政治状況、現行保健システムの対応能力
がそれぞれ異なるためである。そのため、
改善を促進するための、すべての国に適
用できる単一の方法はない。国によって
は、最大の課題は必須保健ケア・パッケー
ジに対するコミュニティ中心のアプ
ローチを拡大して全国規模で展開する
ことではなく、施設中心のプログラムを
通じてサービスの提供を強化・拡大する
こと、保健サービスの地方分権化を進め
ること、糖尿病や肥満といった非伝染性
の病気や状態に対処することが課題だ
と考える場合もある26。

　低所得国、特に母子のかなりの部分が
施設中心のプログラムから依然として
排除されている国々や、長年にわたる資
源投入の不足と不適切な管理、統治の弱
体化、職業的保健員の大量移住、複雑な
緊急事態、エイズの流行などが原因で保
健システムの対応能力が損なわれてい

る国々では、最善の戦略を決めることは
簡単でもなければ、リスクのない作業で
もない。そのような国々では、実行可能
性こそが重要な、そしておそらく最優先
すべき考慮事項となる。それは次のよう
な質問を通じて判断されることになろ
う―国の保健・栄養・環境保健シス
テムが現在有している力を前提として、
母親、新生児、子どもの生存と健康を向
上させ、必須サービスや必需品の普及率
を高めるために最も適切で、費用対効果
が高く、タイムリーで、持続可能な戦略
はどのようなものか？ 27

　実行可能性パラダイムは、最も貧しく、
最も周縁化されている社会―妊産婦、
新生児、子どもの死亡率が最も高い社
会―の緊急のニーズに対処すること
を目指すものである。こうした社会では、
予防接種、医薬品と緊急ケアへのアクセ
スといった基礎的な予防サービスが最
も欠落している。保健、栄養、水と衛生
に関わるシステムが相対的に弱く、保健
システムの対応能力も低い国々では、保
健施設やアウトリーチ・サービスへの依
存度が低いコミュニティ中心のアプ
ローチは、必須のサービス、製品、実践
の普及率を拡大する一助となりうる28。
予防接種のような基礎的な予防サービ

スがすでに導入されている場合はなお
さらである。ただし、持続可能性を支え
るためには、コミュニティ・パートナー
シップの拡大とともに、施設を基盤とす
る母子保健・栄養サービスに存在するシ
ステム全体の障害を克服する努力と、行
動面、組織面、環境面でのその他の制約
に対処する努力もあわせて進める必要
があることを、強調しておかなければな
らない。

　次の章では、保健、栄養、環境保健ケ
アにおけるコミュニティ・パートナー
シップの拡大に焦点を絞る。そこで取り
上げる主張の多くは、低所得国、周縁化
されたコミュニティや貧しいコミュニ
ティにこそ最も当てはまるかもしれな
いが、多くの事柄は、課題がそれほど大
きくない状況にある国やコミュニティ
にも関連するものである。
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モザンビーク：コミュニティを基盤とするプログラムを通じた
５歳未満児死亡率の低減

背景と課題：モザンビークは世界の最貧国のひとつであ
る。一人あたりの国民総所得（GNI）は340米ドル（2006
年）に過ぎず、５歳未満児死亡率は出生1,000人あたり
138に上る。平均寿命はわずか42歳で、５歳未満児の
40％以上は中度・重度の発育不全に苦しんでおり、適切
な衛生施設を利用できているのは人口の３分の１に過ぎ
ない。必須保健ケア・サービスへのアクセスは限定的で、
はしかのワクチン接種を受けていない乳児は23％に及
ぶ。就寝時に蚊帳（殺虫剤処理されているか否かは問わ
ない）を使っている子どもはわずか10％である。その上、
人口のほぼ３分の２が暮らしている農村部では、改善さ
れた飲料水源にアクセスできるのは４人にひとりに過ぎ
ない。

　課題は、物理的にも環境的にも保健インフラに問題が
ある農村部のコミュニティで、コミュニティを基盤とす
る効果的な子どもの生存プログラムを実施することと、
このようなコミュニティ・プログラムが死亡率の低減に
寄与したことを確認することであった。

アプローチ：1999～2003年にショクエ地区保健省と
ワールド・リリーフが提携して実施したプロジェクトは、
「ケア・グループ」アプローチを活用しながら子どもの
生存プログラムを実施し、コミュニティにおける小児期
疾病統合管理（C-IMCI）のうち次の３つの要素に対処す
るものであった。

• 保健システムとコミュニティとの間のパートナーシッ
プの向上

• コミュニティでサービス提供に従事する人々を対象と
した、よりアクセス可能なケアの提供

• 子どもの健康のために家庭で必ず実践すべき習慣の促
進

　「ケア・グループ」アプローチは、グループ交流を通
してコミュニティ・エデュケーター（教育者）を養成し
ようとするものである。ボランティアで活動する女性保
健エデュケーターが、それぞれ近隣の15世帯を対象に、
同じ女性としての立場から保健教育を行う。また、女性
保健エデュケーターは10人ごとにひとつの「ケア・グルー
プ」を作り、有給の監督者の立会いのもと月に１回会合
を開く。ケア・グループの月例会では、現地の保健スタッ
フまたは女性保健エデュケーターの監督者が、子どもの
生存や女性の健康に関する保健メッセージを紹介する。
次に、ケア・グループのメンバーは互いに研修の練習を
しながら、提供された情報を共有し合う。各ボランティ

アは、次のケア・グループの会合までに自分が担当する
世帯を訪問し、学んだばかりのメッセージを伝えなけれ
ばならない。

　子どもの生存プログラムは、母乳育児、補完食、経口
補水療法の利用、殺虫剤処理された蚊帳の使用を統合す
る、包括的なプログラム設計に基づいていた。このプロ
グラムにより、地元の保健施設への紹介・搬送や、子ど
もたちがよくかかる病気に関する施設における症例対応
も強化された。

　ユニセフおよび赤十字国際委員会とのパートナーシッ
プにより、殺虫剤処理された蚊帳、各種ワクチン、ビタ
ミンＡ補給剤の無料配布が促進された。ボランティアが
健康推進活動を進めたり、殺虫剤処理された蚊帳の配布、
予防接種キャンペーンの実施などの活動にコミュニティ
を動員したりする上で、村の保健委員会および地元の牧
師との密接な協力が役に立った。

結果：このプロジェクトでは、コミュニティを基盤とす
る人口動態登録・保健情報システムの構築も実施され、
2,300人のコミュニティ・ボランティアが、出生、死亡、
子どもの病気に関するデータを毎月収集した。これらの
データは月例会で集約され、登録データは、地区保健省
の研修を受けたコミュニティのサービス提供者（ソコリ
スタス）が運営するヘルスポストに送られ、照合された
情報は、村の保健委員会、保健センター、保健省に送り
返された。

　コミュニティを基盤とする人口動態登録・保健情報シ
ステムから得られたデータにより、乳児死亡率は66％、
５歳未満児死亡率は62％低減されたことが明らかに
なった。これらの調査結果の信頼性を検証するために、
経験豊かな研究者が、人口保健調査で用いられている標
準的手法に基づいた妊娠歴調査の結果を活用して、死亡
率に関する第三者評価を実施した。この死亡率調査では、
乳児死亡率は49％、５歳未満児死亡率は42％低減され
たという結果が出た。

　これらの結果は、コミュニティにおけるIMCI の有効
性を実証するとともに、コミュニティ保健員は死亡率の
モニタリングのために信頼できる保健データを収集でき
るということを確認するものとなった。

参考文献は107ページを参照。

焦点
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アフガニスタンにおける安全給水システム

　安全な水の供給は、緊急プログラムと継続的な開発
プログラムのいずれにおいても、世界中でかなり以前
から優先事項に位置づけられてきた。利用場所での浄
水処理および水の保存方法の改善を通して家庭レベル
で飲み水の品質向上を図ることは、水を介して媒介さ
れる病気を予防するための簡便かつ低コストのアプ
ローチとして、多くの人々によって推奨されてきた。
米国疾病管理予防センター、ポピュレーション・サー
ビス・インターナショナル、ユニセフ、米国国際開発
庁（USAID）、WHOその他の機関との間で開発パート
ナーシップが結ばれ、家族が家で安全な水を手に入れ
るために必要な製品の製造・配布が進められるように
なっている。これらの製品は安全給水システム（SWS）
と呼ばれている。

　安全給水システムは次の３つの要素を採り入れたも
のである。

• 地元で製造される浄水剤（次亜塩素酸ナトリウムの
希釈・漂白溶液）を使い、消費者自身が利用場所で
浄水処理を行う。
• 浄水処理した水は、再汚染を防ぐよう設計された容
器で安全に保存する。
• 家庭やコミュニティにおける、より安全な水や食べ
物の取り扱いと衛生習慣に関する行動様式の変革を
図る。

　多様なパートナーのスキルと資源を組み合わせるこ

とにより、SWS製品は、官民のパートナーシップや市
場ベースのアプローチを通じて製造・配布されている。
正確で一貫した使用法を奨励し、またハイリスクな住
民にも製品が行きわたるようにするために、非政府組
織（NGO）によるコミュニティの動員も活用されている。

　安全給水システムは世界23カ国で推進・導入されて
おり、下痢性疾患の発生を25～84％削減することに成
功している。特に、最も困難な状況にある人々―具
体的には乳児、免疫機能が低下している人々とその家
族、コレラが発生したコミュニティ―を保護する上
で効果を発揮してきた。

　妊産婦死亡率が高く、保健施設での出産前・出産後
ケアへの参加率が低いアフガニスタンでは、SWSが妊
産婦保健プログラムの一環として導入されている。保
健施設の利用率を高めるために、妊産婦にはSWSと衛
生キットが提供され、これらの簡単な技術を利用して
自分自身と家族を守る方法が教えられる。

バングラデシュ：学校衛生と衛生教育

　遠隔地の村における給水・衛生プロジェクトを中等
学校における学校衛生・衛生教育（SSHE）と組み合
わせて進めているバングラデシュのある取り組みは、
コミュニティによる参加と行動の重要性と、それがコ
ミュニティにもたらす前向きな影響を実証するもので
ある。バングラデシュの南西部にガバという村がある。
NGOフォーラムは、村レベルでの給水、衛生、衛生教
育に対するアプローチを再考することにした。希望が
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持てそうなアプローチは、村の学校から始めるという
ものだった。学校に行っている子どもたちは新しい情報
に対してオープンで、動員もしやすいため、NGOフォー
ラムはこのような可能性をぜひとも活かしたいと考えた。

　「WatSan」（水と衛生）委員会が学校・クラスごとに
設置された。校長は「学校WatSan委員会」の委員長に
選ばれた。クラス委員会は教師および女子・男子両方
の生徒で構成され、１クラスごとに設置された。これ
らの委員会を対象に、安全な水の推進と利用、衛生設
備（トイレ）と衛生習慣の改善、生徒と親との有効な
コミュニケーション、コミュニティ動員といった事柄
を含めたオリエンテーションが何度も実施された。動
機づけを図るための映画の上映会が催され、またコミュ
ニティにおけるグループ討議で活用するための、行動
変革に役立つ情報、教材、広報資料が教師や生徒に配
布された。

　生徒たちは、様々な広報用ポスターや横断幕を活用
しながら集会や行進を行い、安全な水と衛生的なトイ
レを使うこと、個人の衛生習慣を改善することの重要
性に関するスローガンを唱和して回った。これにより、
村全体で村民の意識が喚起された。委員会以外に、男
女５人から成る生徒部隊がクラスごとに結成され、家
庭における安全な給水・衛生設備（トイレ）の利用状
況と衛生習慣をモニターした。また、経口補水療法の
ような、専門技術を必要としない基礎保健ケア・サー
ビスにも協力した。自然災害に対応するための計画も
立案している。もうひとつの委員会として「教師と親
のフォーラム」も作られ、４半期に１回、会合を持っ

て進展状況を振り返った。

　このプロジェクトを検証した結果、SSHEは、例え
ば女子が学校に通い続けられるようにする上で役立つ
といった点で、生徒の福祉と活動に寄与しうることが
わかった。学校と生徒にコミュニティの動員役として
参加してもらうことは、給水・衛生および衛生習慣を
改善する強力な手段である。プロジェクトの前後に実
施された調査によれば、ガバ村では、関連の病気につ
いての知識が向上し、衛生的なトイレの設置と利用が
増え、安全な飲み水の利用率が高まり、きちんと手を
洗う世帯主も増えたという結果が出ている。トップダ
ウンで始まった動機づけのプロセスは、とどまること
なくボトム（底）にまで行き着いたのである。

　NGOフォーラムは、少数の村で試行的に事業を進め
ていた段階から、それよりもはるかに多くの村へと活
動を拡大している。どの村でもプログラム・アプロー
チが必要である。NGOフォーラムは大きな２つの問題
に直面している。ひとつは、村レベルで進められるこ
のようなプロジェクトの予算の引き締めを図り、自立
した維持管理ができるようにすること。もうひとつは、
資源の投入量をはるかに少なくしても多くの村で同様
の効果を生み出せるようにすることである。とはいえ、
このようなプログラムには、生徒たちと彼らが暮らす
コミュニティに大きな利益をもたらす可能性がある。
ガバで実施されたようなパイロット・プロジェクトは、
このような利益が実現可能であることを示している。

参考文献は107ページを参照。


